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1. はじめに 
 
長崎県では、2013 年 4 月に「長崎県地球温暖化対策実行計画」を策定し、県にお
ける自然的・社会的条件や温室効果ガスの排出傾向を踏まえ、エネルギーをはじめとした
８つの分野において、地球温暖化防止策に取り組むとともに、特に、「運輸部門対策」、
「県民総ぐるみの低炭素型ライフスタイル・ワークスタイルへの変革」、「地域資源・地域特
性を生かした再生可能エネルギーの導入」の３つの対策について重点的に取り組み、低
炭素型の社会づくりを推進し、長崎県環境基本計画に掲げるめざすべき環境像「海・山・
人 未来につながる環境にやさしい長崎県」の実現に努めてきました。 
2020 年度に計画期間を迎え、また、パリ協定の目標や国の 2050 年カーボンニュート
ラル宣言などを受けて、「第２次 長崎県地球温暖化（気候変動）対策実行計画」を
策定しました。 
この実行計画では、「環境にやさしく、気候変動によるこれまでにない災害リスク等に適
応した、脱炭素・資源循環型の持続可能な社会が実現した長崎県」を将来像として掲
げ、まずは 2030 年度の温室効果ガス排出削減目標の達成に向けて取り組みながら、
「2050 年までの脱炭素社会の実現」を目指すものです。 
 
本市は、長崎県の南部、島原半島の南東部に位置し、千メートルを超える山々が連座
する雲仙山麓から南へ広がる肥沃で豊かな地下水を含む大地が大部分を締め、魚介類
豊富な有明海及び橘湾に広く面する海岸線を持つ地域となっています。 
 
市民の健康や生命、財産を守ることや、豊かで美しい郷土を未来に引き継いでいくために
も、脱炭素化の取組を早急かつ強力に推し進めるため、2050 年脱炭素社会の実現に
向けて取り組んでいくことを決意として、2021 年（令和 3 年）12 月 13 日に「ゼロ
カーボンシティ」を宣言しました。 
CO2 の発生を実質ゼロとするためには、化石燃料の使用量を削減することはもとより、
化石燃料に依存した現状のエネルギー体制を変革し、CO2 を排出しない再生可能エ
ネルギーへの転換を進めていく必要があります。本市が脱炭素社会の実現を目指してい
くにあたっては、このエネルギーに係る施策をはじめ、廃棄物対策や市民の環境意識の醸
成、自然環境の保全など、「CO2 の発生を抑える」又は「大気中の CO2 を減らす」取
組を積極的に推進・展開していきます。 
 
本市は、雲仙普賢岳災害で度重なる土石流災害、火砕流災害に見舞われた。道の駅
は災害跡地に建設され、雲仙普賢岳災害に伴い土石流で被災した家屋を保存し、災
害のすさまじさとその教訓を後世に継承することを目的として「土石流被災家屋保存公
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園」を併設しています。この道の駅、ふかえ桜パーク、原城温泉真砂等で再生可能エネル
ギー導入による脱炭素化と循環型社会の形成に向けて防災に強い観光・産業拠点づ
くりをテーマに、レジリエンスと環境性の両立を目指していきます。 
 
このように自然豊かな地域ではありますが、これまでに地域資源を活かした再生可能エネ
ルギーの取り組みについては、進んでいないところもあり、エネルギーについては外部に資金
が流出している状況です。これらの地域資源を活かした再生可能エネルギーを取り組むこ
とで、地産地消及び地域内に資金が循環するようにしていきます。 
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2. 分散型エネルギーシステム 
 

（１）定義 
 
分散型エネルギーシステムとは、大規模発電所からエネルギーの供給を受けるのではなく、
本市やエネルギー使用地点に近い場所で供給する小規模な発電設備でのエネルギーシ
ステムのことで、環境を汚さないエネルギー源とした新たなエネルギーシステムです。従来の
発電所からのエネルギーの供給ではなく、太陽光や地熱等、二酸化炭素の排出を抑えて
エネルギーを供給します。 
分散型エネルギーシステムは発電所のエネルギーに依存しないので、地震や台風などの
災害時の停電でのエネルギーの供給が可能となります。 
 
① エネルギーの安定 
分散型エネルギーを導入することで、エネルギーの安定供給が可能となることです。集中
型の発電所に頼る従来のエネルギー供給体系では、自然災害による停電などのリスクが
伴います。しかし、太陽光発電などの自家発電を利用した分散化エネルギーでは、このよ
うなリスクが分散され、安定したエネルギー供給が可能となります。 
 
② 環境コスト・負荷の削減 
分散型エネルギーは環境への負荷を軽減することが可能です。太陽光、地熱などの再生
可能エネルギーを用いることで、二酸化炭素などの温室効果ガスの排出を大幅に削減し、
効率の良いエネルギー利用によってエネルギーに係るコストの削減にも繋がります。 
 
③ エネルギー自立推進 

分散型エネルギーは地域社会のエネルギー自立を推進することができます。再生可能エネ
ルギーは本市の自然資源を利用するため、地域ごとにエネルギー供給を生産できます。こ
れは地域経済の活性化につながり、新たな雇用創出、持続可能な社会作りに繋がります。 
 
 
 
 
 

南島原分散型エネルギーシステム 
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（２）期待される役割と効果 
 
① レジリエンス強化 
分散型エネルギーシステムは、電力供給の安定性を高め、自然災害による大規模停電
のリスクを軽減し、災害時にも独立して運用することが可能になります。 
 
 
② カーボンニュートラル実現 
分散型エネルギーシステムは再生可能エネルギーの活用を推進し、これにより脱炭素化と
カーボンニュートラルの実現を可能にします。また、デジタル技術を利用した出力制御や、
地域の分散化エネルギーのフレキシビリティ活用により、社会全体のエネルギー効率を高め、
環境負荷の軽減につながります。 
 
③ デジタル化と地域活性化 
分散型エネルギーシステムは、電力システムのデジタル化を推進し、新たなビジネスモデル
の創出に役立つと考えられます。そのことにより雇用創出による地域活性化につながります。 
 

3. 南島原市分散型エネルギーシステム 
 
（１）南島原市モデル 
 
再生可能エネルギーの導入による脱炭素化と循環型社会の形成を進めるに当たって、住
民や観光客が集まりやすい島原半島及び市内唯一の「道の駅 サテライトオフィス」「原城
温泉 真砂」「ふかえ桜パーク」にこれらの再生可能エネルギー設備を導入し、原城温泉
真砂、南有馬クリーンセンターには、補助燃料なしでのゴミ処理装置を設置し、災害時に
は、トラックに搭載し、災害ゴミを現場処理し、早期復旧を担います。 
 
これら先行モデル地区として脱炭素化の取り組みを行い、そこから全市へと段階的に波及
させていきます。特に道の駅が立地している箇所は、普賢岳による災害で傷ついた地域
であればこそ『地域レジリエンス事業』のモデル地域として、地域資源（再生可能エネル
ギー資源、自然資源、観光文化資源など）の活用を目指します。 
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 サテライトオフィス事業は国、南島原市からの「デジタル田園都市国家構想推進交付

金」により実施 
 

 「サテライトオフィス」では、南島原市の課題解決に資する①農業・食分野、②レジリ
エンス事業、③デジタルの分野の企業の入居活動を進め、集合知による活性化も
期待できます。 

 
 地域分散型エネルギーのレジリエンス関連分野では、太陽光発電、地熱活用、蓄電

池、早崎潮流発電・ERCM 熱分解装置、超効率発電機等の関連企業が入居予
定です。 

 
 道の駅隣接する「ふかえ桜パーク」施設内に RV パーク、コンテナハウスの整備を予定

しており、再生可能エネルギー設備（太陽光、蓄電池、超効率発電機等）を整備
し、平時は宿泊機能として活用し、災害時には避難施設として活用します。 

 
 市の施設である原城温泉 真砂にも再生可能エネルギー設備（太陽光、蓄電池、

超効率発電機、等）を整備し、災害時には避難施設として活用します。リスク分散
して、道の駅エリア、原城温泉真砂エリアの 2 地区にレジリエンス機能を分散します。 

 
 南有馬クリーンセンター、原城温泉真砂に ERCM 熱分解装置を設置し、補助燃料

なしでの熱分解によるごみ処理を行い、セラミック・油化を抽出しリサイクル販売し
ます。環境面を配慮した焼却炉の補助的な役割と災害時にはトラックに ERCM 熱分
解装置を搭載し、災害現場での災害ゴミ処理を行い、早期の復旧を目指す役割を
担います。 
 

また、ここでつくられたエネルギーについては、平時においては地域電力会社を通じて電力
の供給を進めるとともに、蓄電設備（蓄電池、電気自動車など）や超効率発電機により、
特に災害時には小規模避難所や福祉施設へ系統によらない電気自動車による電気の
配送や、複合燃料の全市の各公共施設へ搬送保管による発電など、レジリエンスの観
点から南島原市の電源シェアリングの役割を担っていきます。 
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先行モデルからの普及プラン 
 
初年度 
 
「道の駅 サテライトオフィス」「ふかえ桜パーク」「原城温泉真砂」「南有馬クリーンセン
ター」で先行モデルとしてスタートします。同時に中小水力発電、潮流発電の地
域資源活用実証実験を行います。 

2024 年 1 月 1 日に発生した能登半島地震では、道路が寸断され、多数の孤立集
落が発生したため、同様な災害が島原半島で起きた場合を想定した時のリスクヘッジ
として、道の駅、原城温泉真砂、ふかえ桜パークに分散してレジリエンス機能を持たせる
ことにしました。 
先行モデル地区として、分散型エネルギーによるエネルギーの地産地消を目指し、災害時
の電力供給を可能としたレジリエンス対策を行い、検証評価後、優先順位をつけて本市
へ普及を図ります。 
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次年度以降 
 
先行モデルの検証評価後、年度毎に市内への普及をスタートします。 
公共施設、福祉施設、旅館、観光施設、移住用住宅等に優先順位をつけて、導入計
画を立案します。 
 
公共施設における太陽光発電設備設置可能面積 
 
太陽光発電設備の公共施設における設置可能施設、及び設置可能面積については、
効果的な導入が見込まれる 61 施設、屋根面積 72,803m2 を設置対象建物とし
て抽出します。 
設置可能面積は、屋根全面設置が可能と考えられる陸屋根は少ないと思われることから、
屋根の半分（南面寄り）にパネルを設置することを想定し、さらに余裕率を 15％として、
その分を差し引いて屋根面積を設置可能面積とします。 
 
設置可能面積は、以下のとおり約 31,178 ㎡  
 
a. 61 施設）の屋根面積： 72,803 ㎡ 
b. 屋根半分：50％ 
c. 余裕率：15％ 
d. 設置可能面積：a×b×（1-c） 
＝73,360 ㎡×0.5×(1-0.15)≒約 30,941 ㎡ 
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公共施設における太陽光発電設置対象面積 
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地域エネルギー協力体制 
 
分散型エネルギーシステムの実現に向け、地域の様々な関係者が連携して推進できるよ
うにするため下図のような各主体が連携し、第Ⅱ期南島原市総合計画概要 後期基本
計画の方針に則り、分散型エネルギーシステムの機能、設備等の具体的な内容を検討
し、事業主体である事業推進法人が随時見直し・評価を行いながら、導入・整備を行
います。 
地域住民に近い立場でノウハウを蓄積した事業推進法人が各主体と連携して取り組み
ます。 
地域資源を生かし、地域課題の解決に寄与する「分散型エネルギーシステム」の構築を
目指します。 
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（２）新規性 
 
モデル地区において、導入する再生可能エネルギーのうち、主電源としては「太陽光発電
設備」となりますが、それを補完するための「超効率発電機」「地中熱・熱利用空調システ
ム」地域資源活用実証実験の「潮流発電」「中小水力発電」については、これまでにない
新規性の事業に取り組んでいきます。また、「ERCM 熱分解装置」は補助燃料を使用
せずにゴミを燃やさずに熱分解し、セラミックと油化を抽出し販売リサイクルすることで
CO2 の排出を抑えてゴミ処理を行います。燃やさないので CO2 の排出もなく、脱炭
素化への切り札となる新規性の事業となります。そして、ここで作られたエネルギーについ
ては、平時においては地域電力会社を通じて電力の供給を進めるとともに、発電した再生
可能エネルギーの電気を蓄電し、災害時には、電気自動車によって、各施設へ配送供
給（電源シェアリング）を行うことで、これまで蓄電池システムの導入が遅れている施設
への供給が可能となり、全市に災害時の対策が強化されます。これらの事業成果をもとに、
将来的に全市への波及も視野に進めていき、南島原市のレジリエンス対策と脱炭素化に
貢献していきます。 
 
（３）主要エネルギー設備 
太陽光発電設備 
太陽光発電＋蓄電池＋超効率発電機 
 
道の駅サテライトオフィスへの太陽光発電設備の設置と合わせて、道の駅に隣接する「ふ
かえ桜パーク」施設内に RV パーク、コンテナハウスを導入し、太陽光発電設備を設置しま
す。原城温泉真砂へも新規に太陽光発電設備を設置し、再エネ 100％を目指します。 
ここでつくられたエネルギーについては、平時においては地域電力会社を通じて電力の供給
を進め、災害時は電力供給として機能させます。 
また、超効率発電機は永久磁石の磁力を使って蓄電池から供給されるわずかな電気だ
けで、電気を生み出すことができる究極の発電システムで環境に負荷をかけることなく、こ
れまでのどんな発電機よりもはるかに優れたパフォーマンスを発揮します。 
 
地中熱・熱利用空調システム 
 
地下 5ｍから 100ｍ程度の極浅い所に蓄えられた太陽熱を起源とする 
地中熱を活用した大風量地中熱・熱利用空調システムを導入することで、 
道の駅のサテライトオフィスでの空調への再生可能エネルギーの使用を可能とします。 
特に地中熱は他の自然エネルギーと比較しても、天候気候の影響を受けにくい枯渇しな
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い安定エネルギーです。 
 
潮流発電設備 
 
潮流発電とは、潮流の運動エネルギーをタービンの回転エネルギーに 
変換して発電する方式で、太陽光発電や風力発電とは異なり一定 
の規則性を持った潮汐力（潮の満ち引き）によって、年間を通じて安定 
かつ予測可能な発電方式です。 
本市においては、有明海の湾口にあたる早崎瀬戸が潮流発電に適していることが示され
ており、全国第８位のポテンシャルを有していつことから、活用可能な再生可能エネルギー 
のひとつであることから、将来的な導入に向けて、国内での実証実験の結果や事業者等
の動向を注視しながら開発の支援等に取り組んでいきます。 
 
中小水力発電設備 
 
同時に中小水力発電設備を段階的に導入することを目指します。 
中小水力発電はわずかな水の流れと落差があれば発電できる 
発電方法です。規模な土木工事を必要とせずに設置でき、コストも 
太陽光発電を導入するよりも安価です。 河川や農業用水路の流れでも発電できる可能
性があります。電力の地産地消にはうってつけの発電システムです。災害時の電力供給を
可能とします。 
 
ERCM 熱分解設備 
 
ERCM 熱分解装置はあらゆる有機物を熱分解し、セラミックと油化を 
抽出しリサイクルします。 
ERCM は「内熱型」の熱分解施設は 「焼却施設」ではなく、補助燃料を 
使用せずに熱分解で有機物を劇的に減容します。 
 
レジリエンス関連 
 
道の駅に隣接する「ふかえ桜パーク」施設内に RV パーク、コンテナハウスを 
導入し、災害時の避難施設として活用することを目指すとともに、災害時 
に蓄電池の活用による電力供給や電気自動車を活用して、南島原市 
内の小規模避難場所や福祉施設への電源シェアリングの拠点として活用します。 
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（４）事業拠点 
 
事業拠点：長崎県南島原市「道の駅サテライトオフィス」「ふかえ桜パーク」 
「原城温泉真砂」「南有馬クリーンセンター」で先行モデルとしてスタート 
同時に中小水力発電、潮流発電の地域資源活用実証実験を 
行います。先行モデル地区として、分散型エネルギーによるマイクログリッド 
化でエネルギーの地産地消を目指し、災害時の電力供給を可能とした 
レジリエンス対策を行い、そこから全市へと段階的に波及させていきます。 
本市は、雲仙・普賢岳は平成 2 年 11 月から 4 年半噴火活動が続き、 
度重なる土石流災害火砕流災害に見舞われた。道の駅は災害跡地に 
建設され、雲仙普賢岳災害に伴い土石流で被災した家屋を保存し、 
災害のすさまじさとその教訓を後世に継承することを目的として「土石流被災家屋保存
公園」を併設しています。 
 
2024 年 1 月 1 日に発生した能登半島地震では、道路が寸断され、多数の孤立集
落が発生したため、同様な災害が島原半島で起きた場合を想定した時のリスクヘッジ
として、道の駅、原城温泉真砂、ふかえ桜パークに分散してレジリエンス機能を持たせる
ことにしました。 
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全体概要 
 
A：道の駅 「サテライトオフィス」と隣接する「ふかえ桜パーク」でレジリエンス対策 太
陽光発電＋蓄電池＋超効率発電機+地中熱＋EV 充電器 
 
道の駅サテライトオフィスと隣接する「ふかえ桜パーク」で分散型エネルギーシステムによる
マイクログリッド化でエネルギーの地産地消を目指し、災害時の電力供給を可能とした
レジリエンス対策とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
道の駅「ひまわり」 サテライトオフィス  
所在地：長崎県南島原市深江町丁 6077 番地 
道の駅は総敷地面積が約 8500 ㎡あり、また島原市、雲仙市、南島原市の中心に立
地しています。サテライトオフィスは、そのうちの本館施設（約 1200 ㎡）を改築して
2024 年春に完成予定です。 
サテライトオフィスでは①食・農業、②レジリエンス、③デジタルという 3 つのテーマの企業の
入居を考えており、南島原市の主たる産業である農業や市の重要な政策課題のレジリエ
ンスやデジタルの関連企業の進出を促すものであり、この施設でレジリエンス機能をそなえ、
災害時の避難場所、電力供給を担います。 

 

レジリエンス機能をそなえ、災害時
の避難場所、電力供給を担いま
す。また、本市の自然資源を利用
し、環境への負荷を軽減することを
目的とします。 
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ふかえ桜パーク 所在地：長崎県南島原市深江町丁 
雲仙の最高峰・平成新山を間近に仰ぎ見る公園。平成 3 年(1991)6 月に発生した普
賢岳の大火砕流は、水無川沿いに猛スピードで流れ下り、周辺は甚大な被害を受けま
した。ふかえ桜パークは、水無川に堆積した土石流の土砂を利用して整備された堤防を
公園にしました。水無川右岸沿いに延びる長さ約 1.6km の公園で、ソメイヨシノやヤマザ
クラなど約 200 本の桜も植樹されている。道の駅からから道路を挟んでふかえ桜パークに
隣接しており、この駐車場にコンテナハウス、RV パークを新設し、この施設でレジリエン
ス機能をそなえ、災害時の避難場所、電力供給を担います。 
 
B：原城温泉真砂レジリエンス対策  所在地：長崎県南島原市南有馬町丁 133 
太陽光発電＋蓄電池＋超効率発電機＋ERCM 熱分解設備＋EV 急速充電器 
 
原城温泉真砂で分散型エネルギーシステムによるマイクログリッド化でエネルギーの地産地
消を目指し、災害時は住民に電力供給します。ERCM 熱分解設備はあらゆる有機物を
熱分解し、セラミックと油化を抽出しリサイクル販売し、災害時には ERCM 熱分解装置
をトラック荷台に乗せて災害現場で災害ゴミの処理を行うことも可能です。また、ホテルと
温泉施設が併設された避難所として活用します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

レジリエンス機能をそなえ、災害時の避難場
所、電力供給を担います。また、本市の自然資
源を利用し、環境への負荷を軽減することを目
的とします。世界文化遺産「原城跡地」に隣接
しているため、ERCM 熱分解装置で補助燃料
なしでゴミ処理を行い、必要に応じてトラックに
ERCM 熱分解装置を掲載して災害現場での
ごみ処理を可能とします。 
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C：南有馬クリーンセンターゴミ処理（化石燃料使用せず熱分解） 
所在地：長崎県南島原市南有馬町戊 1751 
 
南有馬クリーンセンター敷地内に ERCM 熱分解設備を設置し、補助燃料を使用せずに
熱分解によるセラミックと油化を抽出し販売しゴミの再資源化を目指すとともに災害時
の災害ゴミの処理を行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
南有馬クリーンセンター 
 
南有馬クリーンセンターでは、有家・西有家・北有馬・南有馬・口之津・加津佐地区（深
江・布津地区以外）の可燃ごみを対象とし、南島原市南有馬クリーンセンターにて焼却
処理されている。 
 
D：潮流発電 地域資源活用実証実験 
潮流発電 
 
早崎瀬戸は、長崎県島原半島と熊本県天草諸島の間の海峡であり、「早崎海峡」とも
呼ばれる。島原半島南部沿岸は起伏の激しい岩礁底が広がり、南端の瀬詰崎から対岸
の天草下島まで 4.4 キロメートルほどであり、有明海の入口に位置することから、全国的に

 

レジリエンス機能をそなえ、ERCM 熱分解装置は補助燃料
なしでゴミ処理します。環境への負荷を軽減し、災害時のゴミ
処理を行います。 
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見ても潮流が早く、伊良湖水道や大畠瀬戸と共に「日本三大潮流」のひとつに数えられて
いる。水深は最大 150ｍ、潮流は最大 8 ノット。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
E：中小水力発電 地域資源活用実証実験 
小水力発電＋蓄電池 
 
中小水力発電に係る本市の設備導入ポテンシャルは、本市を流下する有家川と清水川
において 200-500kW、深江川において 100-200kW の規模の発電ポテンシャル
を有することが示されており、利用可能量は年間で約 11,060 千 kW/年と推計されて
います。なお、REPOS の情報では、農業用水路のポテンシャルは示されていませんので、
テスト段階としては、農用水路には、営農状況と調整のうえ、マイクロ水力発電を段階
的に導入することを目指します。本市には、農水路が数多くあり、わずかな水の流れと落
差があれば発電できるので、大規模な土木工事を必要とせずに設置でき、コストも太陽
光発電を導入するよりも安価です。レジリエンス機能をそなえ、災害時の電力供給を担
います。 

 

 

一般社団法人 早崎潮流発電推進
研究会が潮流という地域エネルギー
の活用に向けてプロジェクト進行中。
潮流をエネルギーに変え、次世代に
届ける。 
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農水路が数多くあり、各拠点に配備し
わずかな水の流れと落差で発電し、災
害時の電力供給を担います。 
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F：南島原分散型エネルギーシステムモデル 
（モデルケースから市への波及） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
実証実験 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

南島原 
分散型エネルギー 

システムモデル 
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再生可能エネルギーの導入による脱炭素化と循環型社会の形成を進めるに当たって、住
民や観光客が集まりやすい「道の駅 サテライトオフィス」「原城温泉 真砂」「ふかえ桜パ
ーク」にこれらの再生可能エネルギー設備を導入し、先行モデル地区として脱炭素化の
取り組みを行い、検証と評価を繰り返し、その時の最適な再生エネルギー技術を導入し
ながら、全市へと段階的に波及させていきます。「南島原レジリエンスモデル』として、地
域資源（再生可能エネルギー資源、自然資源、観光文化資源など）の活用を目指し
ます。 
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4. 組織体制 
 
組織体制に関しては、事業推進法人が中心となり、分散型エネルギーシステムプロジェ
クトを推進します。各省庁・本市と連携しながら各事業を実行・検証・評価を繰り返し、
本市全域に分散型エネルギーシステムを導入致します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事業主体 
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5. スケジュール 
 
令和 5 年度（2023 年度）の準備期間から令和 10 年度（2028 年度）スケジュー
ルです。※ 1：第一四半期 ２：第二四半期 3：第三四半期 4：第 4 四半期 
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6. 目標 （KPI） 
 
分散型エネルギーシステム 目標（KPI） 
 
定量目標（KPI）と定性目標（KPI）両面からの目標（KPI）設定をしています。  
定量目標：分散型エネルギーインフラプロジェクトの電気量・ごみ処理の数値目標を算出
定性目標：2022 年実施の市民アンケートを基準に本市取組の定性目標を算出 
 
総合計 定量目標 
 
 
 
 
 
 
個別詳細 定量目標 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

計画目標（KPI)
令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

2025年（基準） 2026年 2027年 2028年 2029年
総合計目標
発電量総合計目標（kWh) 485,805 834,655 1,287,606 1,524,017 1,725,928
ゴミ処理量目標（t） 495 720 833 945 1,058

後期基本計画 新規計画

 

計画目標（KPI)
令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

2025年（基準） 2026年 2027年 2028年 2029年

① サテライトオフィス電気（kWh)
電気使用量（予測） 145,000 145,000 145,000 145,000 145,000
太陽光発電量 93,335 93,335 93,335 93,335 93,335
太陽光連動超効率発電機発電量 79,335 79,335 79,335 79,335 79,335
地中熱削減量 69,600 69,600 69,600
発電・削減量計 172,670 172,670 242,270 242,270 242,270
② ふかえ桜パーク電気（kWh)
A RVパーク 電気使用量（予測） 1,200 1,714 1,929 2,143 2,357
太陽光発電量 31,716 31,716 31,716 31,716 31,716
太陽光連動超効率発電機発電量 26,959 26,959 26,959 26,959 26,959
発電量計 58,675 58,675 58,675 58,675 58,675
B コンテナハウス 電気使用量（予測） 1,350 1,929 2,170 2,411 2,652
太陽光発電量 8,448 8,448 8,448 8,448 8,448
太陽光連動超効率発電機発電量 7,181 7,181 7,181 7,181 7,181
発電量計 15,629 15,629 15,629 15,629 15,629
発電量合計 74,304 74,304 74,304 74,304 74,304
③ 原城温泉真砂（kWh)
電気使用量（実績） 806,379 806,379 806,379 806,379 806,379
太陽光発電量 63,714 63,714 63,714 63,714 63,714
太陽光連動超効率発電機発電量 54,157 54,157 54,157 54,157 54,157
超効率発電機（独立型） 120,960 302,400 483,840 483,840 483,840
発電量計 238,831 420,271 601,711 601,711 601,711

ゴミ処理量（t） 45 45 45 45 45

太陽光発電＋蓄電池＋超効率発電機+EV急速充電

太陽光発電＋蓄電池＋超効率発電機＋ERCM熱分解設備＋EV急速充電器

個別詳細目標

後期基本計画 新規計画

太陽光発電＋蓄電池＋超効率発電機+地中熱

ERCM熱分解設備　処理能力（2?/日：0.5t/日　かさ比重：0.25）セラミック・油化リサイクル
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定性目標 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

計画目標（KPI)
令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

2025年（基準） 2026年 2027年 2028年 2029年
④　南有馬クリーンセンター

ゴミ処理量（t） 450 450 450 450 450
⑤ 本市：他エリアの公共施設
太陽光設備他合算 167,411 334,821 502,232 669,643
地中熱削減量 34,500 103,500 138,000
発電・削減量計 167,411 369,321 605,732 807,643

ゴミ処理量（t） 225 338 450 563
ERCM熱分解設備　処理能力（5?/日：1.25t/日　かさ比重：0.25）セラミック・油化リサイクル

後期基本計画 新規計画

ERCM熱分解設備
ERCM熱分解設備　処理能力（20?/日：5t/日　かさ比重：0.25）セラミック・油化リサイクル

太陽光発電＋蓄電池＋超効率発電機＋ERCM熱分解設備＋EV急速充電器

 

計画目標（KPI)
令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

2025年（基準） 2026年 2027年 2028年 2029年
市民アンケート調査による定性目標 2022年調査 定性目標 定性目標 定性目標 定性目標
SDGsの認知状況
→「知っている・関心がある」
「南島原市ゼロカーボンシティ宣言」
→認知状況　「知っていた」
→「貢献したい」 77.6%（100％） 81.5% 83.9% 85.6% 87.3%
今後のまちづくりの方向性 38.7％（100％） 42.6% 44.7% 46.9% 49.3%
→「地域共生のまち」 22.1％（100％） 24.3% 26.7% 28.1% 29.5%
→「地域産業に活力のあるまち」 20.8％（100％） 22.9% 25.2% 26.4% 27.7%

15.7%（100％） 22.0% 26.4% 31.7% 38.0%

後期基本計画 新規計画

31.5％（100％） 34.7% 38.1% 41.9% 46.1%
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7. 事業計画 
 
分散型エネルギーインフラプロジェクト  事業計画概要 
 
収支 5 年プラン （単位：円） 
 

 先進技術導入により、地域エネルギーの地産地消、燃やさずにゴミをリサイクルさせる
技術を導入し、仕入れをせずに収益化に繋げています。 

 2024 年度は準備期間となり、2025 年度から事業が本格化します。1 年目の収益
目標は 7 千万 5 年目には 2 億 4 千万を目指します。 

 地域エネルギーとゴミ処理から収益を得るため、営業利益は 47％～82％と高い。 
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Financial Model 
 

 準備金８億 8 千万  
 EBITDA は 83％～94％で推移しており、仕入れがない分、利益率の高いモデル

となっています。 
 IRR も 4 年目には 4％となり、投資回収の高いモデルとなっています。 
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Cash flow 
 
準備金 8 億 8 千万でスタートし、検証評価しながら 5 年間事業投資し安定したキャッシ
ュフローとなっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
費用（予算） 5 年プラン 
 

 初年度：8 億 7 万 5 年合計：21 億 5 千万 
 収益率の高い ERCM 熱分解装置費用比率をアップさせ、環境問題解決、ゴミ処理

解決、リサイクル（セラミック・油）でのビジネスモデルを確立させ、地域エネルギー活用
と連動し、分散型エネルギーインフラプロジェクトの収益モデルを作ります。 
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費用（予算） 5 年プラン詳細 
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初期費用（予算）詳細  先行モデルエリア 
 
先行モデル地区 「サテライトオフィス」「ふかえ桜パーク」費用（予算）詳細 
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先行モデル地区 「原城温泉真砂」「南有馬クリーンセンター」「実証実験：中小水力発
電・潮流発電費用詳細 
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先行モデル 取得資産・減価償却 
 
先行モデル地区 「サテライトオフィス」「ふかえ桜パーク」 取得資産・減価償却 詳細 
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先行モデル地区 「原城温泉真砂」「南有馬クリーンセンター」  
取得資産・減価償却 詳細 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

分散型エネルギーインフラプロジェクト 
環境水道部 環境課 

〒859-2415 長崎県南島原市南有馬町戊 1751 番地 
TEL：0957-73-6644 
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